
年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会保障制度の適正な運営
2

26 3

9,175

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

9,040

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

46,805

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

○

○

×

Ü

○

○

○

Ü

Ü

Ü

○

46,805

国保加入、喪失届出述べ件数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

食事療養費減額認定証（限
度額適用認定証）交付率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

枚

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 54,425

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

11

資格確認報告事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市に住所を有する、他の公的医療保障（健康保険、生活保護等）の対象となっていない人。現在、安芸高田市国民
健康保険の被保険者である人。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

国民健康保険特別会計

住民の健康を保持増進しその生活の安定を図ることを目的とし、相互共済の観点からも、他の健康保険に加入していない住
民を安芸高田市国民健康保険の適用として適正なサービスを提供する。
また、併せて資格喪失であると思われる者を年金記録情報を活用し抽出し、ついては適正な課税につながるように迅速かつ
適正な資格処理を行う。

住民基本台帳の異動に伴い、資格の取得、喪失、内容変更を行う。他保険への加入、喪失については、世帯主の届出に基づ
き、内容確認のうえ取得喪失処理を行う。それに伴い、被保険者証の交付、回収を行う。
また、年金記録情報を活用し、資格喪失処理を職権で行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等51,564

46,805一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

被保険者証一斉更新
取得件数
65歳到達
70歳到達
再交付件数

年度

人

千円

11,075.00

1.09

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

75.90% －

60.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

126.00

25年度

2,635.00

－

10,000.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

2,000.00

被保険者証等交付枚数
10,000.00

異動処理件数

－

実績値

計画値

90.29%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

適用適正化（職権喪失適
用）

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

165.00

合計

人

指　標　名　等

63,600

必要人員

63,600 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

10,000.00

10,000.00

2,000.00

－

0.06 0.07

0.06 0.07

－

151.00

24年度 25年度

60.00

60.00

39.74%

60.00

一般管理費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

職権喪失処理延べ件数

目標値
（目標年度）

年度

交付件数／被保険者数
高額療養費償還払申請件数の動向を
確認

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

被保険者証等の統一

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

被保険者証帳票変更システム改修業務委託　693千円

60,604

2,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

被保険者証（退職・一般・高齢受給者証）の統一を行った。

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

324

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.12

60,604

0826
（42)5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
中迫　由美子

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中元　寿文

チェック

○

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

2,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

324 福祉保健部 保健医療課（資格確認報告事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会保障制度の適正な運営
2

26 3

1,431

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,341

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

990

○

○

○

Ü

Ü

合計

×

Ü

○

○

Ü

Ü

○

○

○

Ü

○

○

×

990

資格・給付確認件数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

％
財政効果率

指標化できない成果

計画値

実績値
財政効果額

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 9,848

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

11

レセプト点検事務事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市国民健康保険被保険者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

国民健康保険特別会計

レセプト点検事務を行い適正な医療給付を行うことにより、医療費の適正化、国保財政の健全化を図る。ひいては国民健康
保険制度の安定した継続に寄与する。

医療機関等から請求のあった診療報酬の額が、法の定める準則や算定方法に照らし合わせて適正か否かを審査する。広島県
国民健康保険団体連合会にその審査を委託し、国保連合会の審査を経た診療報酬明細書（レセプト）についてレセプト点検
員が資格・内容等を精査する。（レセプト点検員　4人）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等9,763

実績値

990一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

過誤・再審査・返納金・第三者レ
セプト点検件数

年度

人

千円

4,191.00

0.17

単位当たりコスト①

レセプト点検を行うことにより、過誤を正すだけでなく医療機関等に対して過誤のレセプトを
減らす抑制効果もある。

0.37

－

－

0.69

2,000.00

過誤調整・返戻金等額／診療報酬
保険者負担総額

計画値

実績値

0.34

0.37 0.69

－

100.18% －

0.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

33.00

25年度

128,678.00

77

－

5,000.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 68

128,911.00

過誤・再審査・返納金・
第三者レセプト点検件数

5,000.00

レセプト点検件数

－

実績値

計画値

140.63%

－

0.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

26.00

合計

人

指　標　名　等

11,279

必要人員

11,279 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

5,894.00

5,000.00

130,000.00

－

1,100.00 2,087.00

1,000.00 1,000.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

過誤調整・返戻金等額／被保険者
数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

内容点検の効率化

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

国保連合会への委託

12,104

130,000.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

326

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.29

12,104

0826
（42）5219

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
高田　由乃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中元　寿文

チェック

○

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

130,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

326 福祉保健部 保健医療課（レセプト点検事務事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会保障制度の適正な運営
2

26 3

1,178

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,937

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

700

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

700

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
広報掲載回数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

時間

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 700

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

11

普及啓発活動事業

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市国民健康保険被保険者及び安芸高田市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

国民健康保険特別会計

医療制度について知ってもらい、国民健康保険制度の必要性について理解を深めてもらう。また、サービス内容や届出義務
についても周知し、遅滞なく手続きを行うことでスムースに制度の利用をしてもらう。

広報紙への掲載、ホームページの作成。
各種健康教室や地域活動での普及啓発。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等700

実績値

700一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

人

千円

12.00

0.14

単位当たりコスト①

－

－

12.00

計画値

実績値

－

100.00% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等合計

27.00

25年度

36.00

－

12.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

36.00

広報掲載回数
12.00

原稿作成時間

－

実績値

計画値

100.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

21.00

合計

人

指　標　名　等

1,878

必要人員

1,878 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

12.00

12.00

36.00

－

12.00 12.00

12.00 12.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

2,637

36.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

327

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.24

2,637

0826
(42)5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
高田　由乃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中元　寿文

チェック

　広報誌の掲載内容について問い合わせがあることから、一定
程度の成果はあると思われる。
　ホームページは不定期更新のため、今後の校正内容など改善
の余地がある。

　ホームページの作成には一定程度の知識が求められるため、
特定の職員が作成することになるが人件費の高い職員と低い職
員でコストに差が生じてくる

　年間を通じての掲載内容を事業計画を立て、時節にあった制
度内容を各担当が広報誌に掲載している。
　ホームページには制度内容や手続き方法を常時掲載し、決算
などは随時で掲載している。

　広報及びホームページで情報提供を行っている。

×

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

36.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

327 福祉保健部 保健医療課（普及啓発活動事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会保障制度の適正な運営
1

26 3

842

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,372

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

3,047

○

○

○

×

Ü

合計

○

○

○

○

Ü

○

○

○

○

Ü

○

○

○

3,047

広島県国保連合会に対する支払回
数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

円

連合会負担金
（共同処理委託料）

指標化できない成果

計画値

実績値
連合会負担金

単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

コスト

内　　　容

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,662

人件費

コスト（千円）

国県補助金等

活
動
・
結
果
指
標

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

25年度

11

国保連合会負担金事業

3 平成

連合会負担金

連合会負担金

広島県国民健康保険団体連合会

1

総務費

備 考
（指標の計算方法、算式等）

一般財源等

広島県国民健康保険団体連合会が行う委託事業等に支払を行う。

国保連合会負担金拠出金　均等割に被保険者数に応じた負担金を支払う。
国保連合会共同処理委託料　国保連合会が行う共同事業（資格異動・高額療養費算定等）について委託料を支払う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,568

24年度

一般財源等

人件費 受益者負担

一般財源等

受益者負担受益者負担

人

千円

広島県国保連合会に対する支払回
数

年度

今後の計画値
（計画年度）

人

千円

12.00

0.10

単位当たりコスト①

1,400,000.00 1,978,010.00

1,068,000.00

広島県国保連合会に対する支払金
額

計画値

実績値

2,880,000.00

1,567,112.00 1,474,000.00

－

100.00% －

計画値

－

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

時間外勤務手当

合計

19.00

25年度

2.00

－

12.00

2.00

2.00

有
効
性

職員の能力開発のための対策は十分になされている

26年度

3,047

共同処理委託料
12.00

連合会負担金

－

実績値

計画値

コ ス ト

実績値

3,504

100.00%

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

2.00

計画値

コ ス ト

計画値

15.00

合計

人

指　標　名　等

3,504

必要人員

千円

24年度

－

－

12.00

12.00

－

1,094,558.00 1,093,190.00

1,140,000.00 1,200,000.00

－

広島県国保連合会に対する支払金
額

－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

24年度 25年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

年度

改善により予算要求額変更内容

③

改善項目

329

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

①

②

主務課長氏名

受益者負担を検証している

中元　寿文

　市独自で審査支払事務を行うには、システムの導入コスト等
考慮すると困難である。

解決できていない課題

完了した

縮小して継続する

今年度までに実施した改善内容

－

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

0826
(42)5619

事務事業の概要（Plan）

総務管理費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

連合会負担金

他の事務事業と統合できない事務事業である

藤本　崇雄

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない
効
率
性

0.17

3,940

2.00

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

コスト（千円）

国民健康保険特別会計

3,940

国県補助金等

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話 チェック

　月平均10,000件のセレプトの審査支払を迅速正確に行う必
要がある。

Ü

○

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

329 福祉保健部 保健医療課（国保連合会負担金事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円 （ ）

円 円 円

円 円 円 （ ）

円 円 円 ●

円 円 円

1

26 3

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会保障制度の適正な運営

3,367

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,260

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

専門性をもった人材を活用できている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

131

○

○

○

×

Ü

合計

○

○

○

○

Ü

○

○

○

○

Ü

○

○

指標化できない成果

○

131

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

時間外勤務手当

計画値

60.00

　
　
成
果
指
標

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

直接事業費 119

対　　　象
（誰のために）

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

11

国保運営協議会運営事業

3 平成

内　　　容

受益者負担

コスト（千円）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市国民健康保険被保険者

コスト コスト（千円）

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

被保険者、療養担当者、一般住民それぞれの立場の利害を調整して、国民健康保険事業の運営の適正化を図る。
国民健康保険事業を真に被保険者のための制度として、円滑、かつ、民主的に運営する。

国保運営の適正化を図るため、被保険者代表、保険医または保険薬剤師代表、公益代表の委員からなる国民健康保険運営協
議会を設置する。
協議会では、事業の運営に関する重要事項について、市長の諮問を審議、その結果の意見を答申し、判断資料を提供する。
（安芸高田市国民健康保険条例（平成16年条例第114号））

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等119

24年度 25年度

国県補助金等

131一般財源等

人件費 受益者負担

0.28

2,379

－

Ü

○

－

－

人

千円

0.40

合計

32.00

100.00%

一般財源等

9.00

一般財源等

千円

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した人

千円

実績値

単位当たりコスト③

－

協議会委員数
単位 計画値

合計

人

3,486

必要人員

3,486

－

100.00%

運営協議会開催回数
単位 計画値

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

解決できていない課題

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

優先的に継続する

今年度までに実施した改善内容

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

2,379

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

③

改善項目

①

②

受益者負担を検証している

330

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

運営協議会費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

0826
(42)5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

運営協議会費

国民健康保険特別会計

運営協議会費

運営協議会費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤本　崇雄

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中元　寿文

チェック

　国保運営に関する重要事項を諮問する重要な場であり、指標
化することは難しいが、民主的に国保運営を実施するという大
きな役割を果たしている。

　運営協議会に係る事業費の主は、委員報酬となっている。

　国民健康保険運営協議会は、国民健康保険事業の運営に関す
る事業の基本をなすべき事項及び保険財政に重大な影響を及ぼ
すべき重要な事項を審議するために設置されている。

Ü

Ü

款 1

国や県と重複のない事務事業である

3

－

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

　運営委員に「被保険者代表」を選任し市民の参画を得てい
る。
　市民への情報提供については充分とはいえないため、広報紙
やホームページを通じての情報提供を行っていく必要がある。

2.00 2.00 2.00 年間の開催回数は２回が基本

回 実績値 2.00 2.00 － 年度

対　前　年　比

コ ス ト 119,000

59,500.00 －

9.00 9.00 協議会委員定数は9人となってい
る。

人 実績値 9.00 9.00 － 年度

対　前　年　比

コ ス ト

－

単位 計画値

実績値 － 年度

対　前　年　比

コ ス ト

－

－

単位 計画値

実績値 － 年度

指　標　名 24年度 25年度 26年度
目標値

（目標年度）

単位 計画値

国民健康保険事業の重要事項を審議している。

実績値 － 年度

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

330 福祉保健部 保健医療課（国保運営協議会運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

　広報、ホームページにより市民への情報提供を行っている。
　また、給付の際に必要な情報を対象となる被保険者へ個別通
知し、より細やかな情報提供及び対応を行っている。

Ü

Ü

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1～5

138,000.00

中元　寿文

チェック

　目標を設定して事業を実施することには適していないが、被
保険者には必要な事業である。

　国民健康保険法をはじめとする各種法令等に基づき事業を実
施している。
　突発的な事務ではなく、毎月の作業内容が決まっている事務
であり、基幹システムに給付プログラムを導入したことで迅速
かつ効率的な作業が可能となっている。

　不時の出来事に備え共通の準備財産を作り、それにより個人
の経済生活を安定したものにすることを目的として事業が実施
されている。
　国民健康保険事業の大部分を占める事業であり、被保険者の
疾病、負傷、出産または死亡に監視必要な保険給付を行ってい
る。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
高田　由乃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

1.19

623,509

0826
(42)5619

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

保険給付費

療養諸費・高額療養費・移送費・出産育児・葬祭費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

331

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

3,011,325

130,000.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

支給決定台帳の修正

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

国保連合会及び被保険者に支払う
回数

－

年度－

77.78%

60.00

平成25年度補正予算対応
11-1-1-1-13-1

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

葬祭費支給実績件数

目標値
（目標年度）

30,000.00

63.00

24年度 25年度

60.00

49.00

2,160,000

44,081.63

30.00

130,000.00

－

2,160,000

12.00 12.00

12.00 12.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

6,360,000

530,000.00418,750.00

12.00

計画値

コ ス ト

計画値

149.00

合計

人

指　標　名　等

373,941

必要人員

2,680,556

50.00%

－

50.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値
葬祭費

対　前　年　比

件

出産育児一時金
30.00

療養諸費給付事業支払件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 6,084,209 5,800,000

130,007.00

一般財源等

10,050,000

合計

134.00

25年度

129,719.00

6,500,000

－

1,260,000

30.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

100.22% －

46.90

72.00

計画値

－

計画値

実績値

100.00

100.00 100.00

100.00

－

－

100.00

12.00

出産育児一時金・葬祭費支払支給
率（1ヶ月１回の支払）

人

千円

24.00

0.99

単位当たりコスト①

1,890,000

26年度

人

千円

出産育児一時金支給実績件数

年度実績値

501,885一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

国民健康保険特別会計

2,441,677

一定の自己負担額で医療を受けることにより、被保険者が安心して公平に医療サービスを受けられるようにする。
出産及び葬祭に対する給付を行い、被保険者の世帯の負担軽減を図る。

被保険者は国保の被保険者証を医療機関等に提示し、医療機関等から医療そのものの給付(疾病や負傷の診療を目的とした一連の
医療サービス)受ける。その診療に対する報酬を安芸高田市国民健康保険が国保連合会を通して医療機関等に支払う。
療養費、高額療養費については、連合会を通して医療機関に直接支払うか、または被保険者からの申請により被保険者に償還払
いする。国保連合会には件数に応じて、審査支払手数料を支払う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,001,720 2,387,816

24年度 25年度

国県補助金等

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市国民健康保険被保険者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

11

国民健康保険療養諸費等給付費

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,672,223

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

％
出産育児一時金・葬祭費

%

計画値

実績値
療養諸費支払回数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

2,943,562

国保連合会及支払う審査支払件数
（一般、退職の療養給付費及び療
養費件数）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

2,943,562

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

8,333

2,306,615

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

9,605

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

３、社会全体で支える福祉の充実

人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会保障制度の適正な運営

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

331 福祉保健部 保健医療課（国民健康保険療養諸費等給付事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

　制度内容について、パンフレットなどで説明を行っている。

Ü

Ü

款 7

国や県と重複のない事務事業である

1

450.00

中元　寿文

チェック

　国保財政の安定化を目的とした事業であるため、目標を設定
するような事業とはなっていない。

　国保連合会または社会保険診療報酬支払基金が作成した納付
書により支払いを行っている。
　支払い事務のみのため事務量の増加等はない。

　高額な医療費の発生に対応するための事業として、市町国保
の拠出金を元に、国及び県が財政支援を行う高額医療費共同事
業と、市町国保間の保険料を平準化し、財政の安定を目的とし
た保険財政共同安定化事業を実施している。
　また、国保だけでなく、後期高齢者医療、介護保険制度に関
しても同様に保険者からの拠出金により各制度を安定的に運営
できるよう事業が実施されている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
高田　由乃

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.34

2,744

0826
（42）5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

保険財政共同安定化事業拠出金

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

共同事業拠出金

共同事業拠出金

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している
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事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

447,715

450.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

国保連合会からの保険財政共同安定
化及び高額医療費共同事業交付金実
績

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

2,065.00

450.00

－

442,357.00 416,278.00

381,530.00 393,606.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

535,459,183

261,454.68261,939.10

2,048.00

計画値

コ ス ト

計画値

119.00

合計

人

指　標　名　等

▲ 42,490

必要人員

399,867

99.51%

－

373,324.04

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

保険財政共同事業交付件数
2,065.00

高額医療費共同事業交付件
数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 114,939,083

356.00

一般財源等

539,070,660

合計

38.00

25年度

366.00

132,903,358

－

2,065.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

97.27% －

314,041.21

計画値

－

計画値

実績値

法令に基づき、前期高齢者、後期高齢者、介護2号被保険者の拠出金及び納付金を支払ってい
る。

－

－

457,210.00

人

千円

2,058.00

0.79

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

１件３０万円以上８０万円未満の
医療費に係る給付費が対象

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

国民健康保険特別会計

457,210

国民皆保険制度の基盤となる国民健康保険制度を、安定的に継続運営していくことで、社会保障制度の安定を図る。

高額医療費共同事業
後期高齢者支援金、前期高齢者納付金及び介護保険納付金の拠出

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等444,971 444,971

24年度 25年度

国県補助金等

保険財政共同安定化事業拠出金

保険財政共同安定化事業拠出金

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市国民健康保険及び他の保険制度

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

11

国民健康保険制度運営事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 393,218

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

千円

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
交付金額

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

457,210

一件８０万円以上の医療費に係る
給付費のうち８０万円を超える額
が対象

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

Ü

Ü

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

457,210

市
民
参
画

Ü

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

6,649

442,357

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,744

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会保障制度の適正な運営
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

×

備考欄（留意事項）

Ü

○

款 01

国や県と重複のない事務事業である

01

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中元　寿文

チェック

保険財政共同安定化事業拠出金

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている01

電話
菅田　さおり

市民のニーズを的確に把握している

0826
（42）5619

01

5,500.00

1,043,510

5,500.00

一般財源等

対象者は①７５歳以上の者（原則７５歳以上のすべての人が被保険者）②６５歳から７５歳未満の者のうち一定の障害の程
度がある者で、広域連合の認定を受けた人。
ただし、生活保護受給者等については適用除外者となる。

指　標　名　等

818,600

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

339

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

解決できていない課題

③

改善項目

年度

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

－

年度－

500.00

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

当事務に係る事務用品等は、すべ
て広域連合からの支給である。

当事務に係る事務用品等は、すべ
て広域連合からの支給である。

郵便料金
1,823件×80円＝145,840円

目標値
（目標年度）

1,175.00

24年度 25年度

1,300.00

1,823.00

607.00

155.15%

1,300.00

－

25年度

－

510.00

300.00 500.00

－

－

6,625.00

必要人員

1,013,494 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

1.85

651,788合計

209.00

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

保険料額変更決定通知書の
送付

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

被保険者証再発行及び限度
額適用・標準負担額認定書

の送付

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

5,478.005,420.00

－

－

219.00

実績値

計画値

99.53%

5,500.00

計画値

合計

人

6,700.006,700.00

効
率
性

受益者負担106,780

実績値

－

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü
26年度

－

101.07% －

1,300.00

－

6,700.00

計画値

実績値

1,297.00

1,000.00 1,000.00

－

－

人

千円

6,656.00

1.45

単位当たりコスト①

保険料仮徴収額決定通知書
の送付

人

千円

郵便料金
6,625件×80円＝530,000円

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

673,572一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

後期高齢者医療特別会計

99,259

急速な高齢化に伴い今後、７５歳以上の高齢者の給付費は、平成３７年には約２３兆円、医療給付費全体の４７％を占める見通
しであり、高齢者医療費の増大が見込まれる中で、疾病リスクの高い高齢者の医療費について、国民全体で公平に負担する基本
理念のもと、老人医療費で問題となった財政運営の責任主体の明確化、高齢者の保険料と現役世代の負担の明確化・公平化を図
り、高齢者の心身の特性にふさわしい医療が提供できるよう、新たな医療報酬体系を構築することを目的とする。

資格業務・賦課業務・給付業務・収納業務

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,028,577 86,867

24年度 25年度

国県補助金等

一般管理費

一般管理費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

内　　　容

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

13

後期高齢者医療保険事業

4 平成

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,001,289

人件費 304,855

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

保険料額決定通知書の送付

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

1,308.00 －
高額療養費等給付申請事務

単位 計画値 800.00

件 実績値

26年度

○

1,115,708

事業完了済み
郵便料金
5,478件×80円＝438,240円

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

Ü

○

Ü

○

Ü

○

Ü

○

Ü

Ü

Ü

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

×

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

1,115,708

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた342,877

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

12,205

88,114

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

14,933

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 20

施　 策 社会保障制度の適正な運営
1

26 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～ 年

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

×

○

款 4

国や県と重複のない事務事業である

1

3,500.00

        中元　寿文

チェック

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
土井明子・稲田真紀

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

2.35

61,963

0826
（42）5619

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

疾病予防費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

保険事業

保険事業

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

515

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

40歳～74歳で国保加入の方で、総合健診、人間ドック健診、個別
医療機関健診の申込みがない方、及び総合健診を申し込んでいても
未受診の方に、受診勧奨を行っている。また、特定保健指導対象者
には、案内通知を発送後に個別に利用勧奨の家庭訪問を行い、勧奨
している。
健康フェスタは市内関係団体による実行委員会を立ち上げ、フェス
タの企画・運営をした。

解決できていない課題

特定健診受診率も特定保健指導も目標値に至っていない。

③

92,699

3,500.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

集団検診で特定健診の日を設け、受診率向上を図る

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

平成24年度は、法定報告Ｈ
25.12.18分　　平成25年度は
H26.2.17現在集計中

－

年度－

121.18%

450.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

市民ウォーキング参加者数を計上

プール健康教室参加者数を計上

健康フェスタ参加者数を計上

目標値
（目標年度）

198.00

215.93

458.00

24年度 25年度

400.00

555.00

858,521

141.00

1,546.88

120.00

3,500.00

250.00

－

47.60 51.50

60.00 65.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

519,699

5,470.529,532.43

95.00

計画値

コ ス ト

計画値

219.00

合計

人

指　標　名　等

53,854

必要人員

63,270

92.23%

－

8,100.00

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
健康フェスタ

対　前　年　比

人

特定保健指導参加数
120.00

特定健康診査受診者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 20,776,500

2,898.00

一般財源等

981,840

合計

265.00

25年度

2,565.00

23,473,800

－

120.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

－

112.98% －

8,100.00

450.00

計画値

－

計画値

実績値

40.00

28.90 17.20

法令に基づき、前期高齢者、後期高齢者、介護2号被保険者の拠出金及び納付金を支払ってい
る。

45.00

379.00

380.00

－

－

平成24年度は、法定報告Ｈ
25.12.18分　　　平成25年度は
H26.2.17現在集計中

150.00

人

千円

103.00

1.45

単位当たりコスト①

98,894

250.00

26年度

人

千円

平成24年度は、平成26年5月現
在、修了者及び現在実施中の数
平成25年度は、H26.2.20現在
の参加者数

年度実績値

48,027一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

国民健康保険特別会計

32,088

被保険者の健康を保持増進する。結果として、医療費の削減をもたらし、被保険者の家計への負担軽減を図り、福祉の向上
に寄与する。

特定健康診査事業は、個別医療機関健診、人間ドック、集団検診の方法により行い、一部負担金の全額補助を行う。特定保健指導に関し
ては、直営の在宅指導に加え、医療機関・健診機関への委託を行い、実施する。人間ドックについても８，０００円助成する。
ジェネリック利用促進として差額通知サービス等の普及啓発を行う。
その他、ウォーキング大会、健康フェスタ、プール健康教室、健康の保持増進のための事業を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等73,731 30,736

24年度 25年度

国県補助金等

疾病予防費

疾病予防費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市国民健康保険被保険者

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

国民健康保険保健事業

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 51,065

人件費

活
動
・
結
果
指
標

市民ウォーキング
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
特定保健指導終了率

指標化できない成果

計画値

実績値
特定健診受診率

指　標　名

308.00 －
プール健康教室

単位 計画値 928.00

人 実績値

26年度

×

80,115

総合健診、人間ドック健診、個別
医療機関健診の受診者を計上
平成25年度　（H26.2.17現
在）　　　　　　　総合健診
1,588人
人間ﾄﾞｯｸ　1,014人
個別健診　　296人

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

×

○

×

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

80,115

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

12,205

9,416

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

18,968

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 社会保障制度の適正な運営
2

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

515 福祉保健部 保健医療課（国民健康保険保健事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 20

施　 策 社会保障制度の適正な運営

26 3

2,273

15,001

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,825

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

19,927

○

Ü

○

○

Ü

合計

Ü

Ü

×

Ü

Ü

Ü

×

×

×

Ü

○

Ü

○

19,927

25度の受診者数（実績）
　個別医療機関　　　140人
　総合健診　　　　1,070人
　1日人間ドック　 348人

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
健康診査受診率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 17,561

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

後期高齢者医療保険保健事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

社会福祉費総務費

後期高齢者医療制度の運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

対象者は①７５歳以上の者（原則７５歳以上のすべての人が被保険者）②６５歳から７５歳未満の者のうち一定の障害の程
度がある者で、広域連合の認定を受けた人。
ただし、生活保護受給者等については適用除外者となる。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

10,490

適切な治療及び生活習慣病の改善を防ぐための支援を行い、健康な生活を送ることができる。
被保険者の健康を保持推進することで、医療費の節減をもたらし、被保険者の家計への負担軽減を図り、福祉の向上に寄与
する。

・個別医療機関健診については、６月から翌年１月の期間、１５ヶ所の医療機関へ委託し実施している。
・１日人間ドックについては５月～翌年1月の期間、１１ケ所の健診機関へ委託し実施している。
・集団健診については６月～７月の期間において実施している。
・特定健康診査事業は、個別医療機関健診、人間ドック、集団健診の方法により行い、一部負担金の補助を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等18,370 12,863

実績値

9,437一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

受診者数÷（被保険者数－受診対
象外者数（原爆＋住所地特例＋６
カ月入院））
1,210人÷5,296人

年度

人

千円

24.60

0.27

単位当たりコスト①

－

－

30.00

計画値

実績値

－

103.87% －

13,222.67

6.70

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

39.00

25年度

1,500.00

21,197,000

－

23.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 19,834,000

1,558.00

総合健診・個別医療機関検
診受診率

22.00

特定健康診査受診者数

－

実績値

計画値

92.89%

－

13,605.26

実績値

単位当たりコスト③

実績値
人間ドッグ受診率

対　前　年　比

％

計画値

コ ス ト

計画値

41.00

合計

人

指　標　名　等

4,833

必要人員

19,834 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

22.85

23.00

1,490.00

－

31.01 29.42

28.00 29.50

－

6.41

24年度 25年度

6.00

6.57

102.50%

6.50

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

受診者数÷（被保険者数－受診対
象外者数（原爆＋住所地特例＋６
カ月入院））
348人÷5,296人

目標値
（目標年度）

年度

受診者数÷（被保険者数－受診対象
外者数（原爆＋住所地特例＋６カ月
入院））1,558人÷5,296人

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

21,195

1,420.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

後期高齢者医療保健事業の事業責任主体が高確法（後期高齢者医療広域
連合）なのか、健康増進法（保健医療課）なのか、法律的に整理ができ
ていないため、保健事業の目的意識があいまいとなってしまう。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

535

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　保健医療課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.35

8,332

0826
（42）5619

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

後期高齢者事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
菅田　さおり

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

中元　寿文

チェック

生活習慣病を早期に発見するための健康診査は重要であると
ともに、QOLを確保し、本人の残存能力をできるだけ落とさな
い
ようにするための介護予防も重要である。

生活習慣病を早期に発見するための健康診査は重要であると
ともに、QOLを確保し、本人の残存能力をできるだけ落とさな
い
ようにするための介護予防も重要である。

高齢者の医療の確保に関する法律により、高齢者の健康教室、
健康相談、健康診査等、健康の保持増進のために必要な事業を
行うように努めなければならないこととされているため。

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

1,680.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

535 福祉保健部 保健医療課 (後期高齢者医療保険保健事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

　敬老会は、地域振興会等の市民組織により開催され、単独行
事や地域行事と合せて実施されている地域もあり、地域行事と
して定着している。

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

6,543.00

岩﨑　猛

チェック

　地域住民は高齢者を敬愛し、長寿を祝うとともに広く高齢者
福祉について、関心と理解を含め、自主的な福祉活動への参加
が増加した。
　敬老事業は、振興会単位で行っているため、市民参画と町づ
くりに寄与している。

　敬老会等への補助金は敬老行事、記念品の贈呈等に使われて
おり概ね各団体とも効率良く実施しているが、支出費目（内
容）については、統一を図る必要があり現在、調整している。
　敬老会参加対象者の内、施設入所者は、それぞれの施設での
敬老会が実施されているため、敬老会出席地域を施設の住所と
みなし補助金を交付した。

　敬老事業については、地域振興会等を中心に敬老会を開催
し、振興会等に対し、地域の75歳以上の高齢者1人に対し
1,500円の補助金を交付している。
　1振興会が記念品の配布と敬老会の実施を隔年ごとに行って
いる。
また、100歳到達者には30,000円の長寿祝い金と内閣総理大
臣の祝状の伝達を行う。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
津賀山　和範

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.35

13,225

0826
（47）1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

在宅福祉事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

262

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

敬老事業への補助金額（1,500円/人）の見直し及び、支出費目（内容）
の制限について検討を進める必要がある。

③

13,225

6,667.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

21.00

6,966.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

15.00

計画値

コ ス ト

計画値

13.00

合計

人

指　標　名　等

12,125

必要人員

12,125

100.00%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

長寿祝金支給者数
18.00

敬老会出席者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

5,511.00

一般財源等合計

25.00

25年度

6,716.00

－

21.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

82.06% －

計画値

－

計画値

実績値 －

－

人

千円

15.00

0.19

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

9月1日現在で安芸高田市に住所
を有する者で当年度中に100歳
に達する者。

年度実績値

10,685一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

　多年にわたり社会に尽くしてこられた高齢者や地域住民が敬愛し、長寿をお祝いするとともに広く地域の住民が高齢者の
福祉について関心と理解を深めてもらい住民の自主的な福祉活動への参加を促進する。

・100歳に到達した高齢者に長寿祝金30,000円を支給する。
・地域で敬老会等を開催した地域振興会等へ75歳以上の高齢者1人当たり1,500円の補助金を交付する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等10,412

24年度 25年度

国県補助金等

老人福祉費

老人福祉費に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　多年にわたり社会に尽くしてこられた高齢者や地域住民。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

敬老事業

3

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 10,541

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

10,685

25年度　補助対象者　6,653人
8月1日現在で当年度中に75歳以
上に達する者。
計画値＝敬老会出席敬老者及び敬
老会出席主催者

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

Ü

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

10,685

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,584

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,813

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 高齢者在宅福祉の充実
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

262 福祉保健部 高齢者福祉課（敬老事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 高齢者在宅福祉の充実
2

5,335

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,822

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた39,500

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

130,572

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

○

○

○

Ü

Ü

○

130,572

年度中に措置した者で年度中途の
入所、退所者を含む。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

生活支援ハウス入所定員
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 142,305

人件費 39,600

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

老人保護措置事業

3

24年度 25年度

国県補助金等

老人福祉費

老人福祉に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　65歳以上の日常生活に支障がある者で、養護者等がいない又は養護者が適切に養護を行なうことができない等の環境上の理由及び経済的な
理由がある場合や、家庭等から虐待を受けている場合等のやむを得ない事由により(60歳以上の特例あり)措置の決定を受けた者。
　60歳以上の一人暮らしの者、夫婦のみの世帯に属する者及び家族による援助を受けることが困難であって高齢のため独立して生活すること
に不安のある者。（在宅生活が困難な虚弱高齢者）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

　自宅生活の困難な高齢者に対し養護老人ホーム等への措置を行い高齢者の食事や住居を確保し、健康の維持、安定した生
活が送れるように支援する。
　生活の場を確保するため介護支援機能、居住機能及び交流機能を総合的に提供し、心身機能の向上、自立生活の助長、社
会的孤立感の解消を図り入所者のニーズに合ったサービスを提供すること。

　入所申出のあった者について、面接を行った上で、老人ホーム入所判定委員会により、入所措置の判定を行い措置決定を
する。
　生活支援ハウス施設入所者（入居期間：原則3カ月）のニーズに効果的、効率的に対応するため、併設する特別養護老人
ホーム等の施設管理者に管理運営を委託しサービスの向上と経費の節減等を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等136,314

42,070

実績値

91,072一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

新規措置者数

年度

5.00

人

千円

10.00

0.64

単位当たりコスト①

5.00

－

－

計画値

実績値

－

92.21% －

－

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等合計

43.00

25年度

77.00

－

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

71.00

当該年度新規措置者数
－

措置者数

－

実績値

計画値

90.00%

－

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値
入所判定件数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

45.00

合計

人

指　標　名　等

105,570

必要人員

147,640 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

9.00

－

－

2.00

－－

5.00

10.00

24年度 25年度

－

7.00

0.00

70.00%

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

平成26年度以降入所定員2名

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

141,136

－

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

286

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.60

101,536

0826
（47）1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

老人保護措置費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
津賀山　和範

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岩﨑　猛

チェック

　在宅生活の困難な高齢者が健康を維持し、かつ、安定した生
活が送れるように養護老人ホームや特別養護老人ホームへ措置
を行った。
　専門性をもった人材確保が必要である。
 自宅生活が困難な場合、夫婦での入所も可能であり、夫婦入所
者にとっては生活のリズムの変化がなく喜ばれている。
　入所者の生活の場を確保し、心身の機能向上、自立生活の助
長、社会的孤独感の解消を図り、入所者のニーズに合ったサー
ビスを提供を行った。

　措置費の支払い事務の効率化のため広島県町村会に事務委託
を行い効率化を図った。
 併設する事業所の培ってきたノウハウを基に管理運営を委託し
た。
　委託料については、利用実績に応じたものに見直す必要があ
ると思われる。
　新たに措置をしなければならない者について、判定基準の見
直しを行った。また、今後継続して措置しなければならない者
について、措置の必要性を検討しなければならない。

　在宅生活の困難な高齢者を施設で自立した生活を送ることが
出来るように措置した。
　法律関係事務のため、市以外が実施主体にはなり得ない。
 一人暮らしの高齢者が増加する中で、高齢者の住替えを考えた
場合、一次的な住家としての生活支援ハウスは重要な役割を
持っており、在宅生活が困難な高齢者に対し生活の場を提供
し、入居者の生活不安の解消ができた。

　法律関係事務のため市民の参画余地はない。

○

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

－

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

286 福祉保健部 高齢者福祉課（老人保護措置事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

×

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

300.00

岩﨑　猛

チェック

　就労により健康の増進、生きがいの創造が図ることが出来る
とともに医療費の抑制、地域内消費による経済効果を念頭に置
き活動に取り組んでいる。
 地域保健福祉事業は、高齢者がスポーツや工作等を行うことに
よって閉じこもり防止にはたいへん有効であるが、効果につい
ては検証が難しい。

　会員の減少により1人当たりの助成金は対前年比に比べ増と
なっているが、県の連合会補助金の減少があり、補助金の削減
には問題がある。
　シルバー人材センターとして会員増の取り組みや業務のPR
等により利用者が増加することにより補助金の見直しを図るこ
とができる。

　最近の経済状況の関係もあるが、会員数の人員は減少傾向に
ある。
　シルバー人材センターは、｢自主・自立・共同・共助｣を基本
理念として、会員に対し就労のための知識、技術の向上に取り
組んでおり、就労の場を通して地域社会への貢献と会員自らの
健康づくりと、生きがいづくりが進められている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
津賀山　和範

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.40

41,403

0826
（47）1281

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

在宅福祉事業費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

福祉保健部　高齢者福祉課担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

568

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

42,835

300.00

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

地域保健福祉事業利用者延べ人数

目標値
（目標年度）

2,761.00

24年度 25年度

2,801.00

3,800.00

300.00

2,700.00

－－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

3,632.00

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

40,658

必要人員

42,120

96.60%

－

105,833.33

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

老人クラブ連合会助成事業
3,859.00

シルバー人材センター助成
事業

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 31,750,000

300.00

一般財源等合計

29.00

25年度

301.00

31,750,000

－

3,800.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

－

99.67% －

105,481.73

計画値

－

計画値

実績値

閉じこもり防止の効果。

－

－

人

千円

3,760.00

単位当たりコスト①

2,700.00

26年度

人

千円

老人クラブ会員数

年度実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

・活動の充実を図り、高齢者が長年培ってきた豊かな経験と知識を持って、住み慣れた地域で安心し生きがいを持って暮ら
す高齢者を増やすため老人クラブの取組みを支援する。
・就業の場を通じて地域社会への貢献と自らの健康づくりや生きがいの充実のための環境づくりを支援する。
・高齢者が地域住民と触れ合うことで閉じこもりを防止するとともに福祉の向上を図る。

・老人クラブが実施する友愛活動、奉仕活動、健康活動、学習活動や生きがい活動の他、高齢者の見守り活動等に対し補助
金を交付し活動を支援する。
・高年齢者の就業機会を確保し高齢者の生きがいや社会参加の推進を図る事業を行うための助成を行う。
・社会福祉協議会に高齢者の健康づくりや工作等を行うための事業を委託し高齢者の閉じこもりを防止する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等39,620 1,432

24年度 25年度

国県補助金等

老人福祉費

老人福祉に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

・地域を基盤とした健康づくりや高齢者の支え合い、社会奉仕等を目的とした老人クラブの会員及び地域住民
・概ね60歳以上で定年退職者等のシルバー人材センター会員。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

高齢者地域福祉推進事業

3

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 39,620

人件費

活
動
・
結
果
指
標

地域保健福祉事業利用者
単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

0

会員数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

×

○

○

○

×

○

×

○

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

Ü

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,500

1,462

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

3,215

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 高齢者在宅福祉の充実
1

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

568 福祉保健部 高齢者福祉課（高齢者地域福祉推進事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

・介護保険制度は、介護を要する状態となっても尊厳をもって
生活できるよう、社会全体で支えあう仕組みとして必要不可欠
な制度となっている。

○

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

岩﨑　猛

チェック

・高齢化が深化し介護の重要性が高まってくる中、円滑な制度
運営のために、介護保険制度の周知を図るための広報活動を強
化する必要がある。

・適正な制度運営のため、制度改正等に対して、速やかに対処
する必要がある。

○

○

国や県と重複のない事務事業である

○

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

○

備考欄（留意事項）

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

受益者負担を検証している25年度

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

款 1

今年度までに実施した改善内容

1

272

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

・介護保険制度啓発のためのパンフレット増刷
・平成26年度報酬改定に伴う介護保険システム改修

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

解決できていない課題

課題解決のための改善内容及び予算への反映

8,736

2,620.00

年度

年度

－

24年度 25年度 26年度

－

0.44

単位当たりコスト①

必要人員 0.65

7,975

2,694.00

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－

83.05 82.70

85.98 88.74

－

時間外勤務手当

介護サービス利用者(月平
均)

2,357.00

要介護認定者数(月平均)

－

実績値

計画値

2,256.00

2,471.00

2,656.00

－

1,015.48

千円

24年度

59.00

コ ス ト

指　標　名　等

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

国県補助金等

合計

47.00

25年度

2,647.00

2,780,377

－

2,471.00

26年度

2,738,248

2,738.00

一般財源等

102.27% －

－

－

91.72

計画値

実績値

－

103.44% －

1,034.47

計画値

－

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

介護保険被保険者及びその家族

介護や支援が必要となった被保険者が、いつでも必要なサービスを受けることができるよう、介護保険制度を円滑に運営す
る。

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

コスト コスト（千円）

介護保険制度や介護サービス等について、パンフレット等による啓発を行うとともに介護保険に関する相談等を受けること
により、介護保険の円滑な運営を行う。

財源（千円）

 直接事業費

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

介護保険制度運営事業
0826

（42）5618

会計名

電話
中野　浩明

平成 12

一般管理費

一般会計

担当部課

作成者氏名

大事業

13

基本方針

700

人件費

24年度

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担

7,702 一般財源等合計

人

7,702

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

対　前　年　比

単位

単位当たりコスト②

対　前　年　比

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

介護サービス利用率(月平
均)

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

○

○

○

○

○

目標年度に目標を達成できそうである

Ü

○

○

○

Ü

○

Ü

○

○

○

年度

○

Ü

○

実績値

居宅介護(介護予防)サービス受給
者＋地域密着型サービス受給者＋
施設介護サービス受給者

年度

2,206.00

有
効
性

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

0

・計画地は介護保険事業計画値
・介護保険システム改修に伴う費
用としてH24年度は2,741千円
含む
・H25年度は1,527,750円の介
護報酬改定に伴うシステム改修事
業含む

今後の計画値
（計画年度）

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

合計

直接事業費

人件費

761

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人

千円

人

千円

受益者負担

－
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

・介護保険事業計画については、市民から計画策定委員を委嘱
し、市民の意見を計画に反映させる計画である。

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

指　標　名

Ü

単位 計画値

年度

介護サービス利用者数／要介護認
定者数

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

3

福祉保健部　高齢者福祉課

7,002

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,224

施　 策 介護保険制度の運営

財源（千円） 財源（千円）コスト（千円）

3,512 国県補助金等

受益者負担

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である
事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

一般会計

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

493

493

平成25年度実績値は入力時点に
おける速報値。

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

千円

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

受益者負担を検証している

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

×

Ü

Ü

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

－

人

○

Ü

○

○

Ü

広報回数
単位 計画値

回 実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
介護保険料過年度分収納率

指標化できない成果

計画値

実績値

指　標　名

介護保険料現年度分収納率

活
動
・
結
果
指
標

折衝回数
単位

単位

円

単位

円

対　前　年　比

単位

・介護保険第1号被保険者に対して介護保険料を賦課し徴収することにより、介護給付のための財源を確保する。
・介護保険料未納の被保険者に対して、督促・催告等の実施を行う。また、介護サービス利用者が悪質な滞納者である場
合、介護サービスの給付制限を行う。以上のような措置を行い、介護保険料収入を確保する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

8,253 7,964

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

496

人件費

26年度

直接事業費 529

大事業

人件費

24年度 25年度

国県補助金等国県補助金等

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

介護保険第1号被保険者

当市における介護給付に係る費用の２１％相当は、当市の介護保険第１号被保険者が負担しなければならない。その額を介
護保険第1号被保険者から「介護保険料」として徴収して介護給付のための財源を確保することにより、どなたでも介護が
必要になった場合に必要な介護サービスを受けることができる環境を整える。

賦課徴収費

主要施策

施　 策 介護保険制度の運営
1

賦課徴収費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

介護保険料賦課徴収事業

3

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

実績値

493一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

千円

年度

人1.09

単位当たりコスト①

1,050.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

744,883,482.00

介護保険料過年度分収納額

介護保険料現年度分収納額

年度

今後の計画値
（計画年度）

保険料について電話や窓口にてお問い合わせされた被保険者等に対して職員が回答し、その回答にて理解
いただき納付された被保険者が相当数存在すると思われるが、指標化することは、不可能である。

29.00

－

計画値

実績値

24.00

28.76 34.20

29.00

3.93

141.38%

計画値

－

6,300,922.00

実績値

－

－

8,460,000

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

一般財源等

8,782,000

合計

72.00

25年度

733,370,750.00

8,460,000

－

5,298,670.00

－

2,154,700.00

6,300,922.00

748,945,650.00

－

0.01

－

743,284,000.00

101.57% －

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

24年度

69.00

5.76

コ ス ト 8,782,000

1,524,000.00

計画値

0.01

合計

人

指　標　名　等

8,782

必要人員

8,782 一般財源等

時間外勤務手当 千円

－

1,186.00

年度

1,094.00 －

1,050.00

99.50 平成25年度実績値は入力時点に
おける速報値。

24年度 25年度

99.46 99.46

99.50 99.50

26年度

－

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

催告送付、電話催告、戸別訪問、
呼出、預貯金調査、差押予告等

目標値
（目標年度）

年度

・滞納者に対する徴収強化（滞納者の配偶者等への納付折衝等）

－

1,050.00

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

8,460

737,315,900.00

年度

年度

－

解決できていない課題

介護保険料の徴収はほとんど年金からの特別徴収によるものであるが、
残りの６％前後の人が普通徴収となっている。普通徴収になっている人
のうち、新規に65歳になった人以外の方は無年金者や年金を担保にされ
ている方がほとんどであり、生活に困窮されている方が多い。また、納
付能力がない方でも保険給付の関係上、時効まで執行停止・不能欠損処
理を行うことが難しい。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

273

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

賦課徴収費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

会計名 13

款

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

徴収費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

1

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

単位あたりコストを削減することはできない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

2

1.00

8,460

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

岩崎　猛

チェック

Ü

備考欄（留意事項）

1

福祉保健部　高齢者福祉課 0826
（42）5618

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

Ü

Ü

担当部課

作成者氏名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
大﨑　健治

市民のニーズを的確に把握している

○

滞納者に対する措置として滞納者の介護保険サービス利用時に
おける給付制限等が介護保険法等により定められており、その
内容や介護保険料納付義務等について説明を行うことで、徴収
実績の向上を図る。

○

○

○

国や県と重複のない事務事業である

効率化の検討も必要だが、適正な介護保険料賦課及び徴収の観
点から正確性を重視せざるを得ない。

安芸高田市の介護給付に係る費用の21％相当は、当市の介護
保険第1号被保険者に賦課する介護保険料で負担しなければな
らない。当市の介護保険の運営を行うために介護保険料徴収は
必要不可欠である。第１号被保険者にはその必要性を啓発する
必要がある。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

3

13

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた0

コスト（千円）

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

平成 16 介護保険特別会計

受益者負担を検証している

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市
民
参
画

○

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

○

○

Ü

合計

○

○

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

30,042

実績値

－

指　標　名

申請から30日以内の認定
割合

16,350

計画値

実績値

対　前　年　比

68,116.93

コスト

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

17,005

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

回

コ ス ト

計画値

単位

コスト（千円）

介護や支援が必要となった被保険者から申請のあった要介護認定申請について、介護認定審査会を開催して介護や支援の必
要性の審査・判定を行い、介護サービスを受けることができる受給資格を認定する。また、介護サービス提供に緊急性があ
るため、電算システムにより迅速な事務処理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

26年度

直接事業費 32,859

人件費

24年度 25年度

人件費 受益者負担受益者負担

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

介護保険要介護認定事業

3

主要施策

施　 策 介護保険制度の運営

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

介護や支援が必要な被保険者

介護や支援が必要となった被保険者に対して、介護認定審査会により介護や支援の必要性について公平、公正な審査判定を
行い、申請から30日以内に受給資格（要介護）認定する。

実績値

0一般財源等

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

2.24

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

3,300.00

143.00 千円

年度

3,101.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

96.00

－

－

60.00

計画値

実績値

－

98.01% －

8,316.29

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

一般財源等

6,539,225

合計

148.00

25年度

3,164.00

24,362,656

－

92.00

96.0096.00

要介護認定申請件数

－

実績値

計画値

96.00

単位

コ ス ト 26,312,752

－

7,856.39

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

24年度

－

介護認定審査会開催回数

合計

人

指　標　名　等

49,864

必要人員

49,864 一般財源等

時間外勤務手当

－

－

5,680,668

61,746.39

95.83%

3,300.00

－

24年度 25年度

48.38 52.66

60.00 60.00

26年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

・認定調査及び主治医意見書の委託機関へ早期提出を依頼。
・適正な認定調査のため各種研修に参加した。
・適正な認定審査のために、提出のあった認定調査と意見書の内容
について確認・照合を行った。

解決できていない課題

・申請から30日以内の要介護認定率。

年度

年度

年度

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

274

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

総務費

介護認定審査会費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

2.05

46,392

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

46,392

款

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
永元　公恵

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3,300.00

岩﨑　猛

チェック

単位あたりコストを削減することはできない

国や県と重複のない事務事業である

公平・公正な認定審査会を行う必要があるため、国の基準に基
づき適正な審査を実施している。主な費用は、介護認定審査会
委員報酬、主治医意見書作成料、認定調査に係る費用である
が、どれも他の保険者と比較しても高くないため、コスト削減
は難しい。

適正な介護給付を行ううえで、迅速かつ公平な要介護認定を行
うことは必要である。介護認定審査会は法令により市町村に置
くこととなっているため、市以外が実施主体になりえない事務
事業である。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）

介護や支援が必要となる被保険者が、今後増加していくことが
予想されるため、効率性が向上する事務処理を検討する。

○

担当部課

作成者氏名

1

福祉保健部　高齢者福祉課 0826

○

○

（42）5618

○

○市民のニーズが適正に反映されている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

1

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた0

2,647,284

コスト（千円）

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

平成 16 一般会計

受益者負担を検証している

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

市
民
参
画

Ü

Ü

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

Ü

○

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

財源（千円）

人件費

○

○

Ü

Ü

Ü

Ü

3,875,801 2,705,362

実績値

－

指　標　名

介護保険利用率

6,769

計画値

実績値

対　前　年　比

250,394.86

1,056.00

1,380.00

215,211.33

コスト

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

6,491

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

人

コ ス ト

計画値

単位

コスト（千円）

介護サービス提供事業者や受給者からの請求に基づき，適正に行われたサービスについて介護給付費の支払いを行う。ま
た，低所得者へ対して利用者負担の軽減を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

26年度

直接事業費 3,793,474

人件費 685,969

24年度 25年度

人件費 受益者負担受益者負担

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

介護保険給付事業

3

主要施策

施　 策 介護保険制度の運営

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

介護や支援が必要な被保険者及びその家族

介護や支援が必要となった被保険者へ必要な介護サービスを提供する。また，低所得者へは利用者負担の軽減を行う。ま
た，不正な介護サービスを減少させ，サービス受給者が質の高いサービスを受けることができるようにする。

671,608

実績値

0一般財源等

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

0.79

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

18,072.00

76.00 千円

年度

19,603.00

227,263,167

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

6,912.00

－

－

91.72

計画値

実績値

－

103.93% －

102,799.16

1,853.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

一般財源等

1,627,316,189

合計

61.00

25年度

18,861.00

2,032,468,520

－

6,430.00

7,116.006,912.00

居宅介護サービス受給者数
(年間)

－

実績値

計画値

6,499.00

単位

コ ス ト 1,938,895,000

－

103,681.50

実績値

単位当たりコスト③

実績値

地域密着型サービス受給者
数(年間)

対　前　年　比

人

計画値

24年度

－

施設介護サービス受給者数
(年間)

合計

人

指　標　名　等

481,073

必要人員

3,799,965 一般財源等

時間外勤務手当

－

－

1,597,123,665

248,386.26

98.94%

17,388.00

－

1,175.00

246,208,707

209,539.33

111.27%

1,524.00

介護サービス受給者数／要介護・
要支援認定者数

24年度 25年度

83.06 82.63

81.68 88.74

26年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

解決できていない課題

年度

年度

年度

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

275

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

保険給付費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

0.85

491,239

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

3,882,570

款

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

電話
中野　浩明

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

18,288.00

岩﨑　猛

チェック

単位あたりコストを削減することはできない

国や県と重複のない事務事業である

・介護が必要となっても、住み慣れた地域で生活できる「地域
包括ケア」体制の構築が課題となっている。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）

Ü

担当部課

作成者氏名

2

福祉保健部　高齢者福祉課 0826

○

○

（42）5618

○

○市民のニーズが適正に反映されている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

Ü

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

Ü

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

1

13

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

Ü

平成 16

一般管理費

介護保険特別会計

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

受益者負担を検証している

0

市
民
参
画

Ü

Ü

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

○

Ü

Ü

合計

Ü

Ü

○

Ü

○

Ü

Ü

Ü

Ü

Ü

財源（千円）

人件費

コスト（千円）

実績値

－

単位 計画値

実績値

対　前　年　比

コスト

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

指標化できない成果

計画値

1,984

指　標　名

地域密着型サービス利用者
数(年間)

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

回

コスト（千円）

介護保健事業計画に基づき，必要な介護サービス事業者の募集及び指定を行う。
指定後の介護サービス事業者の指導を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

2,009

26年度

直接事業費 0

人件費

24年度 25年度

人件費 受益者負担

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

介護サービス基盤整備事業

3

主要施策

施　 策 介護保険制度の運営

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

要介護認定者

介護や支援が必要な要介護認定者が，必要なときに必要なサービスを受けることができるよう，介護サービス事業者の募集
及び指定を行い介護サービス基盤の整備を行う。
また，指定後の介護サービス事業者の指導を行う。

実績値

0一般財源等

受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

0.24

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

1.00

年度

3.00

1,984,000

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

12.00

－

－

1,595.00

計画値

実績値

－

#DIV/0! －

#DIV/0!

22.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

一般財源等

1,984,000

合計

18.00

25年度

0.00

2,009,000

－

12.00

12.0012.00

地域密着型サービス事業者
指定件数(年間)

－

実績値

計画値

12.00

単位

－

669,666.67

実績値

単位当たりコスト③

実績値

地域密着型サービス運営推
進会議開催回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

17.00

165,333.33

24.00

コ ス ト 1,984,000

千円

24年度

－

居宅介護支援事業所担当者
連絡協議会

合計

人

指　標　名　等

1,984

必要人員

1,984 一般財源等

時間外勤務手当

－

－

2,009,000

167,416.67

100.00%

24.00

20.00

2,009,000

100,450.00

83.33%

16.00

82,666.67

年度

24年度 25年度

1,063.00 1,175.00

1,356.00 1,368.00

26年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

0.00

年度

年度

－

－

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

277

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

総務費

総務管理費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

－

0.25

2,009

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

2,009

款

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
高橋　秀尚

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

0.00

岩崎　猛

チェック

単位あたりコストを削減することはできない

国や県と重複のない事務事業である

・介護が必要となっても、住み慣れた地域で生活できる「地域
包括ケア」体制の構築が課題となっている。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）

Ü

担当部課

作成者氏名

1

福祉保健部　高齢者福祉課 0826

○

○

（42）5618

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

○

○市民のニーズが適正に反映されている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ
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年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

Ü

Ü市民のニーズが適正に反映されている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

Ü

Ü

適正化事業は介護給付費増を未然に防ぐことが最善であり、過
誤件数や効果額が前年度より増大することが最善とは思わな
い。当市が適正化事業を行っている事実を事業所が把握するこ
とで不正請求の未然防止につながり、それで過誤件数や効果額
が低くなれば最善と考える。

○

担当部課

作成者氏名

1

福祉保健部　高齢者福祉課 0826

○

○

（42）5618

単位あたりコストを削減することはできない

国や県と重複のない事務事業である

縦覧点検等による過誤請求指摘は不正請求による介護給付費増
を抑制している。また、実地指導及び給付費通知は介護給付費
の不正請求を未然に防止する役割を果たしている。ケアマネジ
メントの適正化は専門知識(ケアマネージャー資格相当)が必要
であるため、人材確保が必要と思われる。

介護給付適正化の積み重ねが、公正かつ健全な介護保険制度運
営に寄与する。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.00

岩崎　猛

チェック

款

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
高橋　秀尚

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

0.40

3,215

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

3,215

総務管理費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

総務費

514

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

・ケアプラン点検

③

年度

年度

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

・地域密着型サービス事業所実地指導
・介護給付費通知
・介護報酬請求の縦覧点検、適正化情報による点検

解決できていない課題

100.00

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－

年度

(医療給付情報突合リスト等の適正化
情報による点検実施月)／(12ヶ月)

(点検した帳票種別数)／(帳票数)

目標値
（目標年度）

年度

年度

過誤申出件数実績値

24年度 25年度

51.00 490.00

－ －

26年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

100.00

3,215,000

100.00

32,150.00

100.00%

100.00

一般財源等

時間外勤務手当

－

－

3,215,000

3,215,000.00

100.00%

2.00

－

24年度

－

100.00

給付費通知回数

合計

人

指　標　名　等

3,668

必要人員

3,668

－

1,607,500.00

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値
縦覧点検帳票による点検率

対　前　年　比

％

計画値

1.00

地域密着型サービス事業所
実地指導件数

－

実績値

計画値

1.00

単位

コ ス ト 3,668,000

一般財源等

3,668,000

合計

29.00

25年度

3.00

3,215,000

－

1.00

1.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

－

66.67% －

1,222,666.67

100.00

計画値

－

計画値

実績値

－

120,739.00 509,773.00

書類確認等による住宅改修の事前・事後点検の実施

－

－

－

－

－

当市の適正化指導による過誤申立
効果額(H26.3.3時点)

年度

2.00

3,668,000

100.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

1.00

0.44

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

2.00

31.00 千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

(当該年度における給付費通知送
付回数実績値)／(当該年度におけ
る給付費通知送付回数計画値)

年度

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

介護保険被保険者

介護給付の過誤請求指摘及び適正化により、介護給付費の抑制及び保険料の増加防止を目的とする。

実績値

0一般財源等

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

介護給付費等適正化事業

3

主要施策

施　 策 介護保険制度の運営

26年度

直接事業費

人件費

24年度 25年度

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

・要介護認定の適正化
・ケアマネジメントの適正化
・サービス提供体制及び介護報酬請求の適正化
・地域密着型サービス事業所実地指導

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

活
動
・
結
果
指
標

医療費情報突合等による点
検実施率

単位

単位

件

単位

回

コ ス ト

計画値

単位

コスト

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

円

当市の適正化指導による
過誤申立効果額

指標化できない成果

計画値

3,668

計画値

実績値

対　前　年　比

3,668,000.00

100.00

100.00

100.00

36,680.00

実績値

－

指　標　名

適正化による過誤件数

3,215

○

○

○

Ü

Ü

○

○

○

○

Ü

Ü

合計

○

Ü

財源（千円）

人件費

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

Ü

×

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

(当該年度における地域密着型
サービス事業所の実地指導件数実
績値)／(当該年度における地域密
着型サービス事業所の実地指導件
数計画値)

市
民
参
画

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

×

平成 16

一般管理費

介護保険特別会計

受益者負担を検証している

1

13

3.社会全体で支える福祉の充実

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた0

コスト（千円）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

514 福祉保健部 高齢者福祉課（介護給付費等適正化事業）.xls


